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諮問番号：平成２９年度諮問第３号 

答申番号：平成２９年度川行審答申第３号 

答 申 書 

第１ 審査会の結論 

  本件審査請求に係る処分を取り消すとする審査庁の意見は、妥当である。 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人の主張 

（１）審査請求の趣旨 

処分庁が行った審査請求人に対する保育所等利用保留決定処分を取り

消すとの裁決を求める。 

（２）審査請求の理由 

審査請求に係る処分は、以下のとおり違法不当である。 

   ア 内定保留は、児童福祉法第２４条に規定されている適切な保育が行

われない状態である。 

   イ 保留理由が詳細に記載されていないため、結果について承服しかね

るものである。 

 ２ 審査庁の主張 

（１）裁決についての考え方 

    本件審査請求に係る処分を取り消す。 

（２）理由 

   ア 児童福祉法第２４条違反の主張について 

（ア）保育所の利用申込みが定員を上回る場合に利用保留とすることは

認められるか 

児童福祉法第２４条は、利用調整を行って保育を受ける必要性が

高いと認められる児童から内定とした結果、利用保留となる児童が

発生することを想定しているものと解され、保育を必要とする全て

の児童をいかなる場合においても保育所で保育することを義務付け

ているものではない。 

   （イ）本件処分に係る利用調整は適正か 

      本件処分に係る利用調整については、川崎市の利用調整基準に従

い適正に行われているものと認められ、裁量権の逸脱又は濫用があ
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ったとは言えない。 

   （ウ）児童福祉法第２４条の趣旨と本件処分 

      児童福祉法第２４条は、市町村が保育を必要とする児童について、

保育所において保育しなければならない旨を定めているだけでなく、

市町村の役割・責務について様々な形で定めており、川崎市において

も多様な保育施策が実施されているところである。本件児童につい

ても、本件処分の後、希望する認可保育所の追加等の勧奨、川崎認定

保育園の勧奨等が行われたことが認められることから、本件処分が

同条第１項から第３項までに違反しているものとは言えない。 

      また、同条第４項及び第５項は、要保護児童等として報告のあった

児童等を対象とした規定で、本件児童についてはこれに該当する事

実は認められていない。 

      さらに、同条第６項は市町村に対して具体的な措置を義務付けて

いるものではなく、同条第７項は市町村の保育受入れ体制の充実の

ための政策的な規定であり、裁量的判断の余地が大きいと解される

ところ、川崎市においても様々な形で保育サービスの充実を図って

きており、適切な対応や体制整備を行わなかったものとは言い難く、

同項に違反しているものとは考えられない。 

      以上のことから、本件処分が児童福祉法第２４条に違反している

ものとは言えない。      

   イ 理由の記載の瑕疵に関する主張について 

     本件通知書の「利用調整の結果、内定とならなかったため」という記

載からは、いかなる事実関係に基づき、いかなる審査基準を適用して本

件処分を行ったのかが明確でなく、当該記載から審査請求人がこれら

を知ることは不可能であると言わざるを得ない。 

     行政手続法第８条によれば、処分の理由は処分と同時に示さなけれ

ばならず、また、書面で処分するときは理由も書面により示さなければ

ならないものである。利用案内及び要綱が川崎市公式ウェブサイトに

掲載され、利用案内には利用調整の一般的な説明や利用調整基準が掲

載されているが、このことは、審査基準を設定し、これを公にすべきこ

とを定めた行政手続法第５条には適合しているものの、本件処分の理

由を提示しているものとは言えず、処分より後に問合せに応じて口頭

で処分理由を説明するという対応も、これをもって理由提示義務を果

たしたことにはならない。 

     保育所等利用調整のように、一時に大量の処分が行われ、しかも他の



3 

申込者のプライバシー等にも配慮を要するような場合、処分時点で利

用調整会議の詳細な経過等まで記載することは困難であり、処分理由

の記載としては、一定の抽象化した内容とならざるを得ないものと考

えられる。 

     以上のことから、本件処分の理由としては、申込者が定員を超えたた

め、要綱に定める利用調整基準に従い、申込児童に対しランク・指数等

を付与した上で利用調整を行った結果、より保育の必要性が高いと認

められる児童がおり、内定とならなかった旨の記載をすべきであり、

個々の保育所に係る利用調整結果及び順位などについての詳細は、他

の申込児童及び保護者のプライバシーにも配慮しつつ、個別の状況に

応じ可能な範囲で窓口における口頭説明により示すこともやむを得な

い。 

     よって、本件処分は理由の記載に瑕疵があり、行政手続法第８条に違

反するものであって、違法として取消しを免れない。 

   ウ その他上記で検討した事項以外に、本件処分に違法又は不当な理由

となる点は認められない。 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 裁決についての考え方 

   本件審査請求に係る処分を取り消す。 

２ 理由 

   上記第２ ２（２）と同様 

第４ 調査審議の経過 

 平成２９年１０月２５日 諮問の受付 

    同年１１月２７日 第１回審議 

       同月２９日 川崎市長あて調査を実施 

       同月３０日 川崎市長から上記調査に対する回答の提出 

    同年１２月 ８日 第２回審議 

 平成３０年 １月１７日 第３回審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 審理手続の適正について 

   本件審査請求の審理手続は、適正であると認められる。 

 ２ 審査会の判断について 
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 （１）児童福祉法第２４条違反の主張について 

    児童福祉法第２４条においては、保育の必要性について認定を受けた

児童について、同条第２項に定めるところによるほか、市町村が保育所に

おいて保育をしなければならないこと（第１項）、保育所のほか認定こど

も園又は家庭的保育事業等により必要な保育を確保するための措置を講

ずべきこと（第２項）、保育所等の利用について調整を行うこと（第３項）、

地域の実情に応じた保育が提供され、児童が必要な保育を受けることが

できるよう体制の整備を行うこと（第７項）等が定められている。したが

って、保育を必要とする児童について、市町村は保育所における保育サー

ビスを必ず提供しなければならないものではなく、その他の手段による

保育サービスも認められているものである。 

    そして、川崎市では、認可保育所の拡充・整備をするほか、川崎認定保

育園、おなかま保育室、一時保育などの多様な保育サービスの充実、利用

保留となった後のアフターフォローなどのサービスを行っており、保育

ニーズに対応するため様々な対策を講じているものと認められる。また、

利用調整についても、その方法及び利用調整基準が必要な手続を経て要

綱として明文化されており、その内容に妥当性を欠くところは特段見当

たらない。本件では、この利用調整基準に基づき利用調整が適正に行われ、

その結果、より保育の必要性が高いと認められる児童がいたため、本件処

分が行われたものであり、裁量権の逸脱又は濫用があったものとは言え

ない。 

    以上のことから、本件処分が児童福祉法第２４条に違反しているもの

とは言えない。 

（２）理由の記載の瑕疵に関する主張について 

   本件通知書には、本件処分の理由として、「利用調整の結果、内定とな

らなかったため」と記載されているのみであり、この記載では、いかなる

事実関係に基づき、いかなる審査基準を適用して本件処分がされたのか

が明確でなく、また、処分後に問合せに応じて口頭で処分理由を説明する

という対応も、行政手続法の定める理由提示義務を十分に果たしている

とは言えない。 

したがって、本件処分は行政手続法第８条違反で取り消されるべきと

する点については、審理員意見書と同意見である。 

   ただし、本件処分の理由として記載する内容については、「申込者が定

員を超えたため、要綱に定める利用調整基準に従い、申込み児童に対しラ

ンク・指数等を付与した上で利用調整を行った結果、より保育の必要性が
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高いと認められる児童がおり内定とならなかった」とするだけではなお

抽象的で、行政手続法第８条違反とした上記根拠に照らすと不十分であ

り、可能な限り具体的な事項を処分理由として記載すべきである。一方で、

保育所等利用調整が一時に大量の処分を行うものであること、一回の利

用調整において多数の保育所等について判断がなされること、第三者の

プライバシー等に配慮を要する事項が含まれることにも考慮する必要が

ある。そのため、保育所等利用調整結果決定処分の理由の提示については、

次のとおり対応すべきであると考える。 

  ア 利用申込者自身のランク・指数・項目点 

    これらの事項は、利用調整基準に従い保育所等利用の申込者に個別

に付与されるものであるが、当該利用調整基準は公表されており、当該

利用調整基準に当てはめることで本人が自身のランク・指数等を確認

できるものである。 

    処分理由提示の趣旨の一つが、処分の理由を相手方に知らせて不服

の申立に便宜を与えることであることを踏まえると、これらの事項を

明示しないと、本人の認識とは異なるランク・指数等が付与されていた

場合に不服申立の機会を奪われ得ることになり、その趣旨に反するほ

か、仮に付与されたランク・指数等に誤りがあった場合、その状態が放

置されることとなり、利用調整が適切に行われないこととなる。 

そのため、これらの事項については、通知書に明記する等、適当な方

法により処分と同時に利用申込者に明示すべきである。 

  イ 申込みをした保育所等ごとの募集人数、申込者数及び内定者数 

    理由提示の程度については、いかなる事実関係に基づきいかなる審

査基準を適用して当該処分がされたのかが、その記載自体から分かる

ものでなければならないと解されることに鑑みると、これらの事項は、

処分の前提となる事実関係であることから、本来、処分理由として明示

すべきものである。 

    しかしながら、これらの事項は、申込みをした多数の保育所ごとに異

なるため、保育所等利用調整のように一時に大量の処分を行わなけれ

ばならない場合、利用保留となった全ての申込者に対し、申込みに係る

全ての保育所等について個別に記載することは、事務処理上相当な困

難を伴うものと考えられる。 

    そのため、これらの事項は、市のホームページで公表した上で、通知

書にその旨を記載する等の方法により示すこともやむを得ない。 

  ウ 申込みをした保育所等ごとの利用申込者自身の順位及び内定した申
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込者のうち最も順位の低い申込者のランク・指数・項目点 

     これらの事項は、利用調整の結果、保育所等の利用保留とされた場合

に、どのような事由によってその保育所等に入所する児童が決定され

たか、また、その保育所等の利用調整の中で自身の位置を把握できると

いう点で、いかなる事実関係により処分がされたかを知るために有益

な情報であると言える。 

     しかしながら、これらの事項を処分理由として明示した場合、保育所

等の利用調整の性質上、他の申込み児童の具体的な養育状況、保護者の

勤務状況等といった第三者のプライバシー等が推認される可能性があ

り、処分理由として一律に記載することには問題がある。 

そのため、これらの事項は、処分後に可能な範囲で窓口における口頭

説明により示すなど、必要に応じて適当な方法により第三者のプライ

バシー等に影響のない範囲で示すこともやむを得ない。 

 （３）その他 

    上記で検討した事項以外に、本件処分に違法又は不当の理由となる点

は認められない。 

                  川崎市行政不服審査会 

委員（部会長） 人 見   剛 

委員      田 所 美 佳 

委員      葭 葉 裕 子 


